
広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領

１　目的

高齢者の介護予防と生活の質の向上及び障害のある人々の自立や社会参加を支援するため、リハビリテーション支援センター及び地域リハビリテーション広域支援センター等の指定を行うとともに、その活動の評価及び今後の方策等の検討を行い、地域におけるリハビリテーション支援体制の推進を図り、併せて県内の地域包括ケア体制の推進に寄与する。
２　実施主体

広島県

３　対象

市町、地域におけるリハビリテーション実施機関

４　事業内容

（１）　県主務課（地域リハビリテーションに係る事務を所掌する本庁の課をいう。）、県保健所は、次の業務を実施するものとする。
ア　県主務課
（ア）広島県リハビリテーション支援センター（以下「県支援センター」という。）、広島県地域リハビリテーション広域支援センター（以下「広域支援センター」という。）及び広島県地域リハビリテーションサポートセンター（以下「サポートセンター」という。）の指定

（イ）地域リハビリテーションに関する情報提供及び普及啓発

イ　県保健所

（ア）圏域内の地域リハビリテーション実施機関との総合調整

（２）　県支援センター、広域支援センター及びサポートセンターは次の業務を実施するものとする。

ア　県支援センター

（ア）広域支援センターへの支援

（イ）県内の関係団体、医療機関等との連絡・調整及び連携
（ウ）災害リハビリテーション体制整備、調整（県内）
イ　広域支援センター

（ア）地域住民の相談への対応に係る支援

（イ）市町、地域におけるリハビリテーション実施機関からの相談、技術支援及び人材派遣
（ウ）圏域内の地域包括支援センター等とのネットワーク化及び医療介護連携の推進

（エ）地域リハビリテーション推進に係る人材の育成及び研修

（オ）必要に応じて、圏域内の関係機関の連絡・調整
（カ）災害リハビリテーション体制整備、調整（圏域内）
ウ　サポートセンター
（ア）地域住民の相談への対応に係る支援

（イ）市町、地域におけるリハビリテーション実施機関からの相談及び技術支援

５　指定

（1） 　指定基準

指定基準は別表のとおりとする。

（2） 　指定方法

ア　指定を受けようとする施設の開設者等（医療法若しくは介護保険法に基づく開設許可を受けた者又は介護保険法に基づく指定を受けた者。以下同じ。）は、指定申請書（様式１－１、様式１－２、様式１－３）により県保健所を通じて県主務課へ申請するものとする。ただし、広島市内に所在する施設は、県主務課へ直接申請するものとする。
イ　県主務課は、申請のあった施設を審査し指定する。この場合、県主務課は様式２により指定を通知するものとする。
ウ　指定期間は、指定があった日から翌年度末までとする。ただし、指定期間の満了１か月前以内に様式３更新申請書を提出することにより、指定期間を２年間更新できるものとする。この場合、県主務課は様式４により指定更新を通知するものとする。
エ　サポートセンターについては、必要に応じて、随時指定することができる。

６　変更届
指定された施設の開設者等は、申請書の記載事項に変更があった場合は、申請事項変更届（様式５－１、様式５－２、様式５－３）により県保健所を通じて県主務課へ届け出なければならない。
ただし、広島市内に所在する施設は、県主務課へ直接届け出るものとする。
７　指定の辞退・取消し
（１）辞退
指定された施設の開設者等は、指定を辞退する場合は、辞退届（様式６－１、様式６－２、様式６－３）により県保健所を通じて県主務課へ届け出なければならない。ただし、広島市内に所在する施設は、県主務課へ直接届け出るものとする。
（２）取消し
県主務課は、指定した施設が指定基準を満たさなくなった場合、又は運営において重大な支障があると認めた場合は、指定を取り消すことができる。この場合、様式７により当該施設の開設者等に対し通知するものとする。
８　実績報告書
県支援センター、広域支援センター、サポートセンター及び県保健所は、実績報告書（様式８－１、様式８－２、様式８－３、様式８－４）により、４月末までに前年度の実績を県主務課へ報告しなければならない。この場合、県支援センター、広域支援センター、サポートセンターは県保健所を通じて県主務課へ報告するものとする。ただし、広島市内に所在する施設は、県主務課へ直接報告するものとする。
附　則
１　この実施要領は、平成18年７月11日より施行し、平成18年４月1日から適用する。
２　ただし、平成19年度に指定した支援センター等の指定期間は、５（２）イにかかわらず、平成20年３月31日までとする。
附　則

この実施要領は、平成22年７月21日から施行する。

附　則

この実施要領は、平成24年６月27日から施行する。

附　則

この実施要領は、平成25年３月１日から施行し、平成25年４月１日から適用する。

附　則

１　この実施要領は、平成２７年４月１日から施行する。

２　平成27年３月31日時点で、広島県地域リハビリテーション協力病院・施設として指定されている施設については、その指定期間満了までサポートセンターとして指定されたものとみなす。

附　則
１　この実施要領は、平成29年４月１日から施行する。

２　平成28年度中にサポートセンターとして指定された施設については、その指定期間が満了する年度末まで指定されたものとみなす。

３　平成29年３月31日以前に申請（更新手続を含む。）した施設については、従前の規定によるものとする。

附　則
１　この実施要領は、平成30年４月１日から施行する。

２　平成29年度分の実績報告については、改正後の規定によるものとする。
附　則

この実施要領は、令和３年６月23日から施行する。

    附　則

この実施要領は、令和５年３月23日から施行する。
附　則

この実施要領は、令和６年４月１日から施行する。
附　則
この実施要領は、令和７年４月１日から施行する。
別表
指定基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	県支援センター
	（１）疾患別リハビリテーション料（Ⅰ）の施設基準を２つ以上満たしている施設であること。

（２）地域リハビリテーションに精通した医師、理学療法士、作業療法士等のリハビリテーション専門職員が整備されていること。

（３）広域支援センターを支援できる体制にあること。

（４）地域リハビリテーション活動の実績があること。

	広域支援センター
	（１）疾患別リハビリテーション料（Ⅰ）の施設基準を1つ以上満たしている施設又はそれに準じた施設であること。

（２）地域リハビリテーションに精通した医師、理学療法士、作業療法士等のリハビリテーション専門職員が整備されていること。

（３）広島県が認める地域リハビリテーションに係る研修を受講していること。
（４）地域リハビリテーション活動の実績があり、継続していること。

	サポートセンター
	（１）医療法若しくは介護保険法に基づく開設許可又は介護保険法に基づくサービス事業所等の指定を受けていること。

（２）リハビリテーション専門職が原則常時2名以上在籍していること。

（３）広島県が認める地域リハビリテーションに係る研修を受講していること。


様式１－１（県支援センター）

令和　　年　月　　日

広島県リハビリテーション支援センター指定申請書

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領５（２）アの規定に基づき広島県リハビリテーション支援センターとして指定を受けたいので、次のとおり申請します。

	開設者
（指定事業者）
	

	施設名
	

	所在地
	（〒　　　　―　　　　　　）


	電話番号
	


（添付資料）

１　疾患別リハビリテーション料の受理通知(写)
２　リハビリテーション従事者の名簿(写)
３　地域のリハビリテーション活動一覧（任意様式）

担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式１－２（広域支援センター）

令和　　年　月　　日

広島県地域リハビリテーション広域支援センター指定申請書

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領５（２）アの規定に基づき広島県地域リハビリテーション広域支援センターとして指定を受けたいので、次のとおり申請します。

	開設者
（指定事業者）
	

	施設名
	

	所在地
	（〒　　　　　―　　　　　　）

	電話番号
	

	県が認める地域リハビリテーションに係る研修受講者名※一人以上記載
	


（添付資料）

１　疾患別リハビリテーション料の受理通知(写)
２　リハビリテーション従事者の名簿(写)
３　地域のリハビリテーション活動一覧（任意様式）

担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式１－３（サポートセンター）

令和　　年　月　　日

広島県地域リハビリテーションサポートセンター指定申請書

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領５（２）アの規定に基づき広島県地域リハビリテーションサポートセンターとして指定を受けたいので、次のとおり申請します。

	開設者
（指定事業者）
	

	施設名
	

	所在地
	（〒　　　　―　　　　　　）


	電話番号
	

	県が認める地域リハビリテーションに係る研修受講者名※一人以上記載
	


（添付資料）

医療機関の場合

１　医療法に基づく開設許可証（写）又は疾患別リハビリテーション料の受理通知(写)
２　リハビリテーション従事者の名簿(写)
介護保険事業所・施設の場合

１　介護保険法に基づく開設許可証（写）、指定通知書（写）又は介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（写）等
２　従事者の勤務体制及び勤務形態の一覧表（写）
担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式２

令和　　年　月　　日
施設の開設者（指定事業者）　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島県知事　　　　　　　　　印
広島県　　　センターの指定について（通知）
　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについては、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領５（２）イの規定により、次のとおり指定します。

	指定区分
	

	施設名
	

	指定期間
	　　年　月　日から　　　　年　月　　日


様式３

令和　　年　月　　日

指定更新申請書

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領５（２）ウの規定に基づき、指定更新を申請します。

	既指定区分

（該当するものに○）
	
	１
	広島県地域リハビリテーション支援センター

	
	
	２
	広島県地域リハビリテーション広域支援センター

	
	
	３
	広島県地域リハビリテーションサポートセンター

	開設者
（指定事業者）
	

	施設名
	

	所在地
	（〒　　　　―　　　　　　）


	電話番号
	

	県が認める地域リハビリテーションに係る研修受講者名※一人以上記載
	


（添付資料）

※初回指定申請時に添付した資料のうち、変更した資料のみ添付すること。

医療機関の場合

１　医療法に基づく開設許可証（写）又は疾患別リハビリテーション料の受理通知(写)
２　リハビリテーション従事者の名簿(写)
３　地域のリハビリテーション活動一覧（任意様式）

介護保険事業所・施設の場合

１　介護保険法に基づく開設許可証（写）、指定通知書（写）又は介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（写）等
２　従事者の勤務体制及び勤務形態の一覧表

３　地域のリハビリテーション活動一覧（任意様式）

担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　

様式４

令和　　年　月　　日
施設の開設者（指定事業者）　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島県知事　　　　印
広島県地域リハビリテーション　　　　　　　　　　　センターの指定更新について（通知）
　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについては、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領５（２）ウの規定により、次のとおり指定更新します。

	指定区分
	

	施設名
	

	指定更新期間
	　　年　月　日から　　　　　年　月　　日（２年間）


様式５－１（県支援センター）

令和　年　月　　日

広島県リハビリテーション支援センター申請変更事項届

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　年　　月　　日付けで指定を受けた広島県リハビリテーション支援センターについては、申請事項に変更が生じましたので、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領６の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	変更事項
	

	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	　　　　年　　月　　日

	変更理由
	


担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式５－２（広域支援センター）

令和　　年　月　　日

広島県地域リハビリテーション広域支援センター申請変更事項届

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日付けで指定を受けた広島県地域リハビリテーション広域支援センターについては、申請事項に変更が生じましたので、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領６の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	変更事項
	

	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	　　　　年　　月　　日

	変更理由
	


担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式５－３（サポートセンター）

令和　　年　月　　日

広島県地域リハビリテーションサポートセンター申請変更事項届

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日付けで指定を受けた広島県地域リハビリテーションサポートセンターについては、申請事項に変更が生じましたので、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領６の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	変更事項
	

	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	　　　　年　　月　　日

	変更理由
	


担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式６－１（県支援センター）

令和　　年　月　　日

広島県リハビリテーション支援センター辞退届

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日付けで指定を受けた広島県リハビリテーション支援センターについては、指定を辞退したいので、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領７（１）の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	辞退年月日
	　　　　年　　月　　日

	辞退理由
	


担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式６－２（広域支援センター）

令和　年　月　　日

広島県地域リハビリテーション広域支援センター辞退届

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日付けで指定を受けた広島県地域リハビリテーション広域支援センターについては、指定を辞退したいので、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領７（１）の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	辞退年月日
	　　　　年　　月　　日

	辞退理由
	


担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式６－３（サポートセンター）

令和　　年　月　　日

広島県地域リハビリテーションサポートセンター辞退届

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日付けで指定を受けた広島県地域リハビリテーションサポートセンターについては、指定を辞退したいので、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領７（１）の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	辞退年月日
	　　　　年　　月　　日

	辞退理由
	


担当部署・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式７

令和　　年　月　　日
施設の開設者（指定事業者）　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島県知事　　　　　　　　　印

広島県　センターの指定取消しについて（通知）
　　年　　月　　日付けで指定した広島県地域リハビリテーション　　　センターついては、広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領７（２）の規定に基づき、次のとおり取り消します。

	指定取消年月日
	　　年　　月　　日

	施設区分
	

	施設名
	

	所在地
	

	取消理由
	


様式８－１（県支援センター）

令和　　年　　月　　日

令和　　　　年度広島県リハビリテーション支援センター事業実績報告書

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領８の規定に基づき、広島県リハビリテーション支援センター事業実績を報告します。

１　広域支援センター等への支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	会議・研修名
	延件数（件）
	主な内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


※会議及び研修会の開催、会議及び研修会への講師・助言者派遣のみ計上すること。

（会議及び研修会への参加は計上しない。）

２　連絡調整等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支援先
	延件数（件）
	主な連絡調整内容

	市町・地域包括支援センター
	
	

	医療機関・施設等
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	


※１以外の実績について計上する。
様式８－２（広域支援センター）

令和　　年　　月　　日
令和　年度広島県地域リハビリテーション広域支援センター事業実績報告書
広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領８の規定に基づき、広島県地域リハビリテーション広域支援センター事業実績を報告します。
1　市町・地域包括支援センターおよび社会福祉協議会、住民からの依頼による人材派遣
	事業（回数）
	実働した専門職の延人数

	１　市町・地域包括支援センター主催

自立支援型の地域ケア会議
	
	ア　理学療法士
	

	２　市町・地域包括支援センター主催

自立支援型以外の地域ケア会議
	
	イ　作業療法士
	

	３　住民主体の通いの場
	
	ウ　言語聴覚士
	

	４　訪問型・通所型サービス
	
	エ　管理栄養士
	

	５　センター主催または共催開催の

研修会、会議、勉強会、集まる場
	
	オ　薬　剤　師
	

	６　福祉用具および住宅改修相談
	
	カ　歯科衛生士
	

	７　その他
	
	キ　そ　の　他
	

	合　計
	
	合　計
	


２　連絡調整等　※１以外の実績について計上

	依頼先
	延件数
	主な連絡調整内容

	市町在住の住民・家族等
	
	

	市町・地域包括支援センター
	
	

	圏域内の他医療機関・施設
	
	

	関係団体※
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	


※関係団体とは、広島県地域リハビリテーション支援体制の全体スキームの「関係団体」とする
様式８－３（サポートセンター）
令和　年　　月　　日

令和　年度広島県地域リハビリテーションサポートセンター事業実績報告書

広　島　県　知　事　様

施設名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　広島県地域リハビリテーション推進事業実施要領８の規定に基づき、広島県地域リハビリテーションサポートセンター事業実績を報告します。

市町・地域包括支援センターおよび社会福祉協議会、住民からの依頼による人材派遣
	事業（回数）
	依頼
(回数)
	派遣
(回数)
	実働した専門職の延人数

	１　市町・地域包括支援センター主催

自立支援型の地域ケア会議
	
	
	ア　理学療法士
	

	２　市町・地域包括支援センター主催

自立支援型以外の地域ケア会議
	
	
	イ　作業療法士
	

	３　住民主体の通いの場※
	
	
	ウ　言語聴覚士
	

	４　訪問型・通所型サービス
	
	
	エ　管理栄養士
	

	５　センター主催または共催開催の

研修会、会議、勉強会、集まる場
	
	
	オ　薬　剤　師
	

	
	
	
	カ　歯科衛生士
	

	
	
	
	キ　そ　の　他
	

	合　計
	
	
	合　計
	


※市町・地域包括支援センター等から依頼があった、週１回以上体操実施の通いの場とする

様式８－４（県保健所）

令和　　年度広島県地域リハビリテーション保健所実績報告書
保健所名　　　　　　　　　　　　　

１　圏域内の地域リハビリテーション実施機関との総合調整　　　　　　　　　　
	調整先
	延件数（件）
	具体的な調整内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


２　その他（ネットワーク化に向けた会議・人材育成研修等を実施した場合）　　

	会議・研修
	延件数（件）
	主な内容

	会　議
	
	

	研修会
	
	

	合　計
	
	


※会議及び研修会の開催、会議及び研修会への講師・助言者派遣のみ計上すること。

（会議及び研修会への参加は計上しない。）
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